























































































































日本では，1980 年代後半から生じたバブルが崩壊した 1990 年代以降，









崩壊後の 1995 年と 2018 年の給与収入階級別の給与所得者の分布状況を比
1) 木下和夫監修『マスグレイブ財政学─理論・制度・政治─Ⅰ』，pp. 13-14。
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較したものである。この間，給与所得者は，約 4,400 万人から 5,026 万人
（1 年を超えて勤務した給与所得者）にまで増加している。給与総額は 203 兆
円から 222 兆円に増加しているが，一方で，平均給与は 457 万円であった
ものが 441 万円まで低下している。
図 1では，給与収入階級別に給与所得者数の全体に対する比率で分布を
示している。特徴的な点は 2018 年に 200 万円以下の階級の比率が 1995 年
よりも高くなっていることである。それ以上の階級は 500 万円以下を除い













格差を見るさいのもう 1 つの指標が貧困層の増加である。森口 (2011)
は相対的貧困度の指標を用いて貧困層が拡大してきていることを指摘して
いる。生活困窮者の動向を直接的に示すのが生活保護の給付状況である。
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─ 100 ─ ─ 101 ─
表 1 『所得再分配調査報告』による日本の所得再分配
※ 1 再分配による改善度＝ 1－④／①
※ 2 社会保障による改善度＝ 1－②／①×④／③
※ 3 税による改善度＝ 1－③／②
























2005 年 0.5263 0.4059 0.3930 0.3873 26.4% 24.0% 3.2%
2008 年 0.5318 0.4023 0.3873 0.3758 29.3% 26.6% 3.7%
2011 年 0.5536 0.4067 0.3885 0.3791 31.5% 28.3% 4.5%
2014 年 0.5704 0.4057 0.3873 0.3759 34.1% 31.0% 4.5%
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社会保障給付費（※） 2020年度（予算ベース） 126.8兆円 （対ＧＤＰ比 22.2%）

















































消費税率は 2019 年 10 月に 8%（地方消費税を含む。以下同じ。）から 10%
に引き上げられ，2020 年度予算では国の消費税が 21.7 兆円，地方消費税
が 5.8 兆円，合計すると 27 兆円を超え，国税では所得税を上回る規模に
なると見込まれる。





























成城・経済研究 第 231 号（2021 年 1 月） 財政と所得再分配
─ 104 ─ ─ 105 ─
社会保障給付費（※） 2020年度（予算ベース） 126.8兆円 （対ＧＤＰ比 22.2%）

















































消費税率は 2019 年 10 月に 8%（地方消費税を含む。以下同じ。）から 10%
に引き上げられ，2020 年度予算では国の消費税が 21.7 兆円，地方消費税
が 5.8 兆円，合計すると 27 兆円を超え，国税では所得税を上回る規模に
なると見込まれる。





























成城・経済研究 第 231 号（2021 年 1 月） 財政と所得再分配























































































集中しているかを求める尺度で，完全平等の時に 0，全ての所得が 1 人に集
中する場合には限りなく 1 に近づき，値が大きいほど不平等度は大きいと判
断される。
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して 2013 年 5 月にマイナンバー関連 4 法が成立，公布される。いわゆる
「国民総皆番号」にはプライバシーの侵害などを理由に根強い反対論もあ










7) 2019 年の分離課税の税率は所得税 12.8%，社会保障目的税 17.2%の合計 30%。
8) マイナンバー交付割合は総務省 HPによる (https://www.soumu.go.jp/main_cont
ent/000674166.pdf)。
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効果がもたらされる。今，所得が 100の人 (A) と 1,000の人 (B) がいれば，
当初の格差は 1：10である。比例税 (10%) を考慮すると，課税後は 90と
900になり，相対的な格差は変わらない。次に累進課税を想定し，100に
10%，1,000に 30%の税率で課税すれば課税後には Aは 90，Bは 700で，
相対的な格差は 7.8 倍に縮小する。
ここで税収を定額の給付にあてることを考える。10%の税率では 110
の税収を 55ずつ配分すると，Aは 145，Bは 955となり，相対的な格差
は 6.6 倍まで縮小する。そして 10%と 30%の累進課税で 310の税収を分
成城・経済研究 第 231 号（2021 年 1 月） 財政と所得再分配














































効果がもたらされる。今，所得が 100の人 (A) と 1,000の人 (B) がいれば，
当初の格差は 1：10である。比例税 (10%) を考慮すると，課税後は 90と
900になり，相対的な格差は変わらない。次に累進課税を想定し，100に
10%，1,000に 30%の税率で課税すれば課税後には Aは 90，Bは 700で，
相対的な格差は 7.8 倍に縮小する。
ここで税収を定額の給付にあてることを考える。10%の税率では 110
の税収を 55ずつ配分すると，Aは 145，Bは 955となり，相対的な格差
は 6.6 倍まで縮小する。そして 10%と 30%の累進課税で 310の税収を分
成城・経済研究 第 231 号（2021 年 1 月） 財政と所得再分配







































提とすれば，1 人で 6 万円から 7 万円，2 人で 10 万円から 12 万円と，年











る。2018 年の民間給与所得者は 5,026 万人で，1 人当たり 80 万円の給付
を行うためには，約 40 兆円が必要である。これを給与収入に対して一律
の負担率で集めるならば 18.15%の税率（単純化のために比例税率）になる。
これを一律に 1 人当たり 80 万円で給付すると，給与収入の水準によって
可処分所得に増減が生じる。
その結果を示したのが図 9である。給与収入階級では 500 万円以下でプ
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9) 3 歳から小学生の第 2 子までと中学生は年 12 万円，3 歳未満と小学生までの
第 3子以降が年 18 万円（2011 年）。
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一山梢 (2019)「韓国の税務行政の概要」『税大ジャーナル』第 30 号，pp. 201-218。
田近栄治・花井清人 (2019)「台湾の税・財政の仕組みと納税環境整備─多様な
働き方にどう対応するか─」『成城・経済研究』第 223 号，pp. 37-68。







所得格差─」『経済研究』第 68 巻第 2号，pp. 169-189。




原 田 博 夫
はじめに
新型コロナウィルス感染症 Novel Coronavirus Infectionは 2019 年 12 月




報および対応策を発表している。世界保健機関 WHOでも，1 月 22 日に
は緊急会議で対応を協議したものの，この時点では「国際的に懸念される
公衆衛生上の緊急事態」PHEIC (Public Health Emergency of International Concern)
宣言は見送られた。しかし，1 月 30 日にWHOが PHEICを宣言した頃か
ら，世界各国および日本国内でも事態の深刻さが社会一般でも広く認識さ
れ始め，本格的な取り組みが真剣に模索されるようになった。世界中で，




界大戦中の 1918 年～19 年のスペイン風邪（新型インフルエンザの別称）で
ある1)。スペイン風邪の感染者数は世界で 5億人，死亡者数は 1億人に達
し，全流行期を通じての致死率は 2%程度と必ずしも高くはないが，米国
─ 119 ─
